
地域経済の再生に向けた提言（案） 〔概要〕

平成２７年７月２８日
全 国 知 事 会

【基本的な考え方】
○ 日本経済は明るさを取り戻しつつある一方、円安などによる原材料価格の
高止まり、電力料金の再値上げ、人手不足の深刻化等の課題が地方には依然と
して存在
○ 地域経済の再生のためには、車の両輪である国と地方が一層連携・協力して
早急に取り組むことが必要
○ 地方は、その実情に応じた独自の産業政策に引き続き全力で取り組む所存
○ 国は、規制緩和、税制優遇措置等大胆な施策を講じて地域間格差の是正等に
取り組むとともに、地方の取組を最大限尊重しながら伴走支援すること

【提言】

○ 提言１ 地域経済を牽引する観光関連産業の振興について
・ CIQなどの受入体制の整備・充実、無料公衆無線LANの整備促進と規格の統一、

災害時の外国人旅行者向け情報伝達環境整備などに取り組むこと

・ 幅広い産業との連携による多彩な観光商品づくりを支援すること 等

○ 提言２ 対日直接投資の推進強化について
・ 地域への直接投資誘致の指令塔になる拠点施設を全国のブロックごとに設置す

ること

・ 対日直接投資に対する国の財政支援措置を充実させること 等

○ 提言３ 地域における良質で安定的な雇用の創出や人づくりの推進
について

・ 新型交付金の創設に当たっては、多様な人材の活用や新たな就労形態の普及な

ど地域の実情に応じた事業推進が可能となるよう交付対象の自由度を高めること

・ 戦略産業雇用創造プロジェクトを継続及び拡充させること 等

○ 提言４ 中小企業・小規模事業者の振興対策について
・ 下請代金法による監視・取締りを強化すること

・ 中小企業に対する金融のセーフティネットに万全を期すこと

・ グローバル即戦力人材の確保を支援すること

・ 中小企業・小規模事業者の輸出促進を含めた振興策の充実・強化を図ること

・ 空き店舗解消に向けた包括的かつ抜本的な対策を策定すること 等

○ 提言５ 農林水産業の振興対策について
・ 農業農村整備事業に対する国の財政的支援を充実させること

・ 収入保険制度の創設や漁業経営セーフティネット構築事業の拡充等を図ること

・ 就業者の確保、６次産業化、輸出拡大への支援等の対策を強力に推進すること

等

※ TPP協定交渉に関する提言については、情勢を見極めながら必要な時に
適切に対応。
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